
令和６年度 城陽市公共下水道事業報告書 

 

１ 概 況 

 

（１） 総括事項 

本市の公共下水道事業は、処理区域面積及び普及率がほぼ頭打ちの状況下、処理

区域内人口及び年間有収水量が減少傾向にあることに加えて多額の資金不足が生じ

ていることから、非常に厳しい経営状況となっています。 

 

ア 業務状況 

年間汚水処理量及び年間有収水量の推移は下表のとおりです。 

 

令和６年度の年間汚水処理量は７９７万９，６６０㎥で、前年度と比べて３２万３，３１０

㎥減少したものの、年間有収水量は７７８万５，５９４㎥で前年度と比べて１万２，１３７㎥

増加しました。 

令和６年度末における下水道普及率は前年度と同率の９９．６％、水洗化率は前年

度と比べて０．４ポイント増加し、９６．２％となりました。 

令和６年度の建設改良事業では、下水道事業ビジョンの最重点施策「重要な管路の

耐震性確保」を推し進めるため、引き続き既存下水道施設の耐震診断・調査事業を実

施しました。 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

年間汚水処理量（千㎥） 8,613 8,595 8,414 8,457 8,663 8,738 8,469 7,997 8,303 7,980

年間有収水量（千㎥） 8,342 8,341 8,319 8,325 8,247 8,343 8,137 7,911 7,773 7,786

有収率 96.9% 97.1% 98.9% 98.4% 95.2% 95.5% 96.1% 98.9% 93.6% 97.6%
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イ 収益的収支の状況 

消費税抜きの総収益は２２億２，５４９万７，９２１円で、前年度に比べて３，９９９万４，３

９８円、率にして１．８％増加しました。このうち、下水道使用料収入は１３億４，２８７万３，

１３３円で、前年度に比べて２億１，２４３万５，３４１円、率にして１８．８％増加しました。こ

れは、令和５年度に、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰

の影響を受けた市民や事業者の負担の軽減を図るため、下水道契約者を対象に２期４

か月分の基本使用料金を減免していた分が皆減になったことや、令和３年１０月に使用

料を改定した際に、コロナ禍における経済情勢の悪化を考慮し実施していた、大口使

用者に対する軽減措置が令和５年度をもって終了となったこと等によるものです。 

次に、総費用は１６億３，８１７万６，５６４円で、前年度に比べて１，９９９万８８６円、率

にして１．２％減少しました。これは、流域下水道費が１，８０７万７，９２３円増加したもの

の、令和５年度に計上していた公営企業会計・料金システムの構築費用２，３０４万９，０

１５円が皆減になったことや、支払利息が１，８２９万８，５７７円減少したこと等によるもの

です。 

この結果、収益的収支では５億８，７３２万１，３５７円の純利益（前年度比１１．４％増）

となりました。 

なお、この純利益は地方公営企業法第３２条第１項の規定に基づく繰越欠損金の補

塡に使用し、翌年度へ繰り越す累積欠損金は１０億８３８万６，８４６円となりました。 

 

ウ 資本的収支の状況 

資本的収入は、消費税込みの総額で２１億３，７９２万３，０００円となり、前年度に比

べて７億４，５５１万８，０００円、率にして５３．５％増加しました。これは、令和６年度から

資本費平準化債の発行対象が拡充されたこと等により企業債収入が７億２，５００万円

増加したことが主な要因です。 

資本的支出は、消費税込みの総額で２４億７，０１５万６，１５２円となり、前年度に比

べて３億３，７３１万２，２００円、率にして１５．８％増加しました。これは、資本費平準化

債の借換えが２億９，５２０万円増加したこと等によるものです。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額の３億３，２２３万３，１５２円（前年度比

５５．１％減）は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，３０４万２，８２０

円及び当年度損益勘定留保資金３億１，９１９万３３２円で補塡しました。 

 



エ 下水道事業ビジョンの進捗評価 

下水道事業ビジョンの最重点施策「重要な管路の耐震性確保」の進捗状況は下記

のとおりです。 

 

指標 

令和 5 年度 令和 6 年度 令和 11 年度   
前年度 

比較 
(計画 4 年度) (計画 5 年度) (計画最終年度)   

決算 決算 目標   

① 重要な幹線等の耐震化率 99.9% 99.9% 100.0%   0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ  

② その他の幹線の耐震化率 61.1% 87.2% 推進   26.1 ﾎﾟｲﾝﾄ  

③ 重要な管路の耐震化率 80.2% 93.6% 49.2%   13.4 ﾎﾟｲﾝﾄ  

 

下水道施設の耐震診断・調査事業の結果、耐震性が確認できた部分を耐震化率に

組み入れたため、上記のとおり率が増加しました。引き続き、耐震診断・調査業務を進

めてまいります。 

また、下水道事業ビジョンに掲げる経営目標については下記のとおりです。 

 

指標 

令和 5 年度 令和 6 年度 令和 11 年度   
前年度 

比較 
(計画 4 年度) (計画 5 年度) (計画最終年度)   

決算 決算 目標   

① 有収率 93.6% 97.6% 98.5%   4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 

② 

使用料収益に対する 

企業債残高の割合 
 1,560.3%  1,274.2% 1,000.0%以下   △286.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 

③ 

処理区域内人口 1 人当たり 

企業債残高 
240.3 千円 235.2 千円 200.0 千円以下   △5.1 千円 

④ 企業債残高 17,638 百万円 17,111 百万円 
12,000 百万円 

以下 
  △527 百万円 

 

企業債残高が前年度に比べて約５２７百万円減少したこと等に伴い、「②使用料収

益に対する企業債残高の割合」及び「③処理区域内人口１人当たり企業債残高」は良

化しました。



（２） 経営指標に関する事項 

令和６年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、

前年度と比べて３．８ポイント増加し、１３５．９％となっており、健全経営の水準とされる１

００％を上回っています。また、使用料水準の妥当性を示す経費回収率は、前年度と

比べて３．１ポイント増加し、１００．０％となっており、事業に必要な経費を使用料収益

で賄えていることとなります。 

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度と比

べて２．２ポイント増加し、３７．８％となり、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を

示す管渠老朽化率は、０．２％となっています。 

 

＜経営指標の推移＞ 

指標 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
 前年度 

比較 

① 経常収支比率 131.6% 132.1% 135.9%  3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ 

② 経費回収率 97.0% 96.9% 100.0%  3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 

③ 

有形固定資産

減価償却率 
33.4% 35.6% 37.8% 

 
2.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 

④ 管渠老朽化率 0.0% 0.2% 0.2%  0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 

 



損　失　の　部 　　金　　額（円） 利　益　の　部 　　金　　額（円）

1,446,871,423 1,344,046,133

管 渠 費 7,075,461 下 水 道 使 用 料 1,342,873,133

業 務 費 46,544,862 その他営業収益 1,173,000

総 係 費 85,712,741

流 域 下 水 道 費 444,016,089

減 価 償 却 費 862,276,504

資 産 減 耗 費 1,245,766  

営業外費用 190,806,197 881,116,063
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

190,622,701 補 助 金 273,827,000

雑 支 出 183,496 長期前受金戻入益 607,147,670

雑 収 益 141,393

特 別 損 失 498,944 335,725

過年度損益修正損 498,944 過年度損益修正益 335,725

当期純利益 587,321,357

合　　　計 2,225,497,921 合　　　計 2,225,497,921

　（注）消費税抜き金額である。

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

営 業 費 用 営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

２　損益計算書



資　産　の　部 　　金　　額（円） 負債及び資本の部 　　金　　額（円）

23,526,116,034 固 定 負 債 14,904,269,469

有 形 固 定 資 産 22,922,709,998 企 業 債 14,783,466,193

無 形 固 定 資 産 598,916,036 他 会 計 借 入 金 100,000,000

投資その他の資産 4,490,000 引 当 金 20,803,276

351,532,391 流 動 負 債 3,692,955,163

現 金 預 金 213,010,357 企 業 債 2,327,780,455

未 収 金 139,890,034 一 時 借 入 金 1,250,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 1,368,000 未 払 金 65,260,201

未 払 費 用 40,817,656

引 当 金 8,664,000

そ の 他 流 動 負 債 432,851

繰延収益 6,287,581,131

長 期 前 受 金 15,001,397,089

長期前受金収益化累計額 △ 8,713,815,958

剰　余　金 △ 1,007,157,338

資 本 剰 余 金 1,229,508

欠 損 金 △ 1,008,386,846

合　　　計 23,877,648,425 合　　　計 23,877,648,425

　（注）消費税抜き金額である。

（令和７年３月３１日）

固 定 資 産

流 動 資 産

３　貸借対照表


